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２．事業の目的
　東日本大震災において、浜田・須賀地区の一部地域では、電波の受信状況が悪く、移動系防災行政無
線では通信不能となったことから、不感地帯の解消を図るための緊急措置として中継接続装置を設け通
信の確保を図っているところです。今後、災害時において住民の生命財産を守り、被害を最小限に留める
ためには、速やかな情報の収集・連絡等が必須であり、移動系防災行政無線は非常に重要な役割を担う
ことから、安定的・持続的に機能させていくために、最新の規格に合致させ、電話等の通信手段が途絶ま
たは輻輳しないように、適切に整備を行うものであります。
　

漁業集落復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号 事業名 （20）防災行政無線整備事業

事業概要

１．事業名
　移動系防災行政無線整備事業

３．事業内容
　　・調査設計業務　　一式
　　・機器整備工事　　基地局無線装置整備　　２台
　　　　　　　　　　　　　　無線統制局装置整備    １台
　　　　　　　　　　　　　　移動局無線装置　　　　 一式
　　　　　　　　　　　　　　非常用発電発動機　　　一式
　　　　　　　　　　　　　　庁舎設置費用　　　　　　一式

　浜田・須賀地区においては、漁業集落において防災機能を強化するため、基幹事業で避難路、避難場
所、避難施設の整備を進めてきました。
　本効果促進事業は、津波などの災害時に避難場所等との通信手段を確保するものであり、移動系防災
行政無線を整備することにより、来訪者を含め情報不足による混乱を回避するなど、漁業集落全体の安
全を確保するものです。

基幹事業との関連性

事業年度

事業費

　平成３０年度～平成３１年度

この様式は、原則として、参考様式第１の別添２に記載した細要素事業名ごとに作成し、概要を示す図面を添付してください。※

　８５，２９７千円 平成30年度：調査設計費

平成31年度：工事費

04,484千円

80,813千円のうち今回申請額78,508千円


